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家計の生産活動(Homeproduction)と時間配分の理論
家計生産理論は,家 計 という非労働市場に注 目しなが ら就業行動を分析する
理論である。これまでの新古典派理論では,時 間は市場労働 と余暇に費やされ
るとみなされてきた。そこでは,生 産活動 を行 うのは労働市場だけであって、
市場における生産者は利潤の最大化を,そ して家計においては,そ の効用 を最
大化するというメカニズムが考えられてきた。新古典派理論 とは異なり,家計
生産の理論は,家 計内で もある種の生産活動が行われており,その生産活動も
市場の生産活動 と同様に重要である という考 え方である。Becker,G.S.は,
彼の著書 「時間配分理論」(1965)のなかで,家 計は消費者であると同時に生
産者で もあ り,企業と同様費用最小化の原則の下に行動 していると述べている。
このように,女 性の就業行動分析は,家 計の生産活動時間を既存の効用最大化
メカニズムに新 しく取 り入れたことにより,市場 と家計の役割,そ して女性就
業分析に関して,2つ の異なる側面か ら考えられるようになった。1つ はこれ
までのように,女 性の就業行動が労働市場要因(賃 金格差,統 計的差別,企 業
慣行 などの要因)に 左右 されるという見解である。そして もう1つ は,女性の
就業行動が,労 働市場要因だけでなく,家庭内における生産活動 にある種の価
値 を見出す ような要因(子 供の養育,労 働市場参入の機会費用などの要因)に
影響 を受けている,と いう見解である。1)家計の生産活動 とその時間配分を女
性就業分析のなかに取 り入れることは,労働時間選択 と就業選択の同時推定が,
特 に日本のデータに関してきわめて難 しいというこれまでの研究結果に,新 た
なアプローチを加えることになった。
Beckerの時間配分理論 とその応用
Becker(1965)は,個人の利用可能な時間を労働時間と非労働時間とに区
別 し,そ の非労働時間を家計の生産関数に導入 した。家計の生産活動とい うの
1)松 浦,滋 野(1996)も,家庭内労働 と養育 に対する女性の時間配分を考慮するこ
とは,子 供 を持つことと家計収入の機会費用を測るための重要な要素である,と
いうことを指摘 している。
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は,市 場か ら得 られる財に時間を投入 しそれを消費するとい う行動(こ れを
Beckerは「便益」と呼ぶ)で あ り,家計はそこから生み出される効用を最大に
するような便益,財,そ して時間の最適な配分を行 うのである。2)つま り,個
人の効用 は,労働によって得た貨幣収入で購入する財によって直接もたらされ
るものではなく,その財 とそれを消費する時間との組み合わせによってある便
益を得 ることで達成されるものであると考える。(例えば,食 事をとるという
便益は,食 料 とそれを調理する台所用品の使用 を組み合わせ ることによって生
み出され,睡 眠という便益は,時 間とベ ッドや枕 などの寝具の利用 とを組み合
わせることによって得ることがで きる。)個人の最適な財の組み合わせは,様々
な便益から得 られる効用 と,財 を便益 に変化 させるプロセスとに依存するので
ある(Gronau(1986):P.274)。そ してBeckerは,各便益の購入量 とそれ
を消費する時間を家計生産変数 とし,単 に賃金率と各財の価格のみが家計の効
用に影響 を与えるのではな く,家計 も企業 と同様,資 源 と時間の制約 を条件 と
して費用最小化行動 を行っていると提示 した(樋 口(1991))3)。この考 え方を
もとに,彼 は所得,他 の収入,仕 事の生産性そして消費時間などの,個 人の時
間配分や便益の選択への影響 をについての分析 を行っている。
Beckerの時間配分理論の応用による女性労働供給の分析
Beckerの時間配分理論が,家 計 も企業 と同様の生産活動が行われていると
提唱 したことは,これまでの女性労働供給分析に新たなアプローチを提案 した。
2)しか し,彼は家計での生産行動 と余暇の区別 とを行 っていない。Gronau.R(1977)
は,こ の両者の区別 を指摘 している。彼は,家 庭での労働を中間行動 とし,家 計
での生産活動と消費活動 とを区別 している。そこでは家庭での労働 を,`… 誰か
を雇って行 うことので きる,し かし,余 暇 として行 うことはほとん ど不可能であ
るような行動…いいかえると,家 庭内での労働 は,そ の直接的効用に関 していう
ならば,市 場労働 と代替的な行動である(し かし,余 暇と直接代替的であるよう
な市場労働はほとんど存在 しない)。'と定義 している(Gronau(1986):P.282)。
3)こ こでBeckerのいう資源 とは,`fuilincome'と呼 ばれる ものであ り,そ れは
_`貨 幣収入 と,効 用 を得 るための時間と財の使用 による過去の または'失 わ
れた`収 入との和である.一一!(Becker(1965)P516)。
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しか し,この理論を実証することは困難であった。というのも,家計が各財に
費や した時 間のデータを得 ることは不可能 だか らであ る(樋 口(1991):
P.160)。この困難さを解決 しようと,Beckerの理論を実証分析へ と応用 した
のがMincer,JやGronauである。Beckerが時間を労働 と非労働時間 とに区
別 したのに対 し,Mincer(1962)はこのような,時 間を2分 割する考え方に
疑問をもった。そこでMincerは,総可処分時間を市場労働,余 暇そ して家庭
での労働 という3分割 している。特に既婚女性の就業行動を分析 にするにあた
って,彼 はこの3分 割法の重要性 を次のようにコメン トしている:
.`..余暇時間を論理的に補完する仕事 というものには様々なものがあ り,
それは市場における利潤 を生む生産,ま たは現時点で`報 酬の支払われない'
仕事である。後者は自分自身への様々な投資活動や,家 庭 と家族に対する財ま
たはサービスの生産である。_家 庭での仕事 というのは,女性が(平均 して)
結婚生活の多 くを捧げる行動である。それは多 くの女性にとって排他的な職業
であ り,特に小 さな子供がいる場合 にはほとん どの女性 にとってそうである。
従って,既 婚女性の就業行動を,余 暇に対する需要 という観点から分析す るだ
けでは不十分である。...技術的にいうと,私達が市場供給関数を導びこうと
するときには,余 暇時間の需要だけでな く家庭労働時問の需要 も考慮に入れな
ければならない。`(Mincer(1962):P.65)
このようにMincerは,余暇時間が変化 したとき,それは市場労働時間だけ
でな く,家庭 における労働時間にも影響を及ぼ し,それは既婚女性 に特に当て
はまることを述べ ている。その後Gronau(1977-1986)が,BeckerとMin-
cerの考え方をもとに,女性の就業行動の理論展開及び実証分析を行っている含)
次節では,Beckerによって提唱され,MinerやGronauによって応用 され
た時間配分理論モデルを具体的に考察する。さらに日本 におけるM字 型就業
4)その結果,世帯主の学歴が高く,世帯主所得の高い家計では,妻の就業率と賃金
率が高いということが実証された。
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形態の存続要因が このモデルによってどのように分析 されるのかということに
ついて,議 論を進める。
家計生産と時間配分モデル
まずモデルをわか りやす くするために,家 計が2つ の便益(Z1,Z2)の生
産活動を行 う経済を仮定する。更にここでZ1とZ2を時間集約的便益(Z1)と
財集約的便益(Z2)とい う,異 なる特性 を持つ ものに区別す る。時間集約的
便益は,家 庭での労働に多 くの時間を費や して初めて効用の得 られる便益のこ
とである(こ れには子育てなどが挙 げられる)。一方,財 集約的便益 とは,家
庭での労働時間をさほど必要とせずに効用を得 られる便益 一つまり高価では
あるが私達が 日常生活において便利だと感 じるものを使って得ることのできる
便益一一である(例 えば洗濯機 を使った洗濯,テ レビを見ること,皿洗い機によ
る皿洗いなどである)。さらに,時 間集約的便益の生産に投入される財をX1,
財集約的便益の生産に投入される財 をX2とし,そ れらの財 を消費するために
家計で費や される時間を,そ れぞれT1,T2とする。個人は,こ の2つ の特
性 をもった便益から得 られる効用を最大にするよう財と時間の最適な組み合 わ
せを決定 し,市場や家計の生産活動への時間配分 を行うことになる。
今,個 人 はそ の効 用
U(Z1,Z2)(1)
を,資 源 制約式
t=(T1+T2)+((P1/W)X1+(P2/W)X2)(2)
の も とで最 大化す る ことを考 え る。
こ こで,Ziは 便益iで あ り,ZiはXiとTiの 関数 であ る。tは,個 人が利用
可 能 であ る総時 間,Tiは 家計 内 で便 益iを 生 産す るた めに費 や される時 間,
Piは財xiの1単 位 あた りの価格,wは 賃 金率,(Pi/w)は財xiを1単 位得
るため に費 やす労働 時間 であ る。つ ま り,((Pi/w)Xi)は財iを 得 るため に市
場 で費 や され る時 間であ る。従 って個 人 の総時 間 は,(T1+T2)と い う家 計
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内で費やされる時間 と,((P1/W)X1+(P2/W)X2)という,労働市場で費や
される時間からなる。
以上のような問題設定の下で,家 計は2つ の最適化問題:(1)便益Ziの生産
レベルの最適化 と,(2)Ziの生産への財 と時間投入量の最適化,の 問題 に直面
していることがわかる。家計はこのような2段 階にわたる最適化行動をとるこ
とになるが,こ こではこれ らの問題の分析 を分か りやす くするために,2つ の
最適化問題 を区別 して考える。
まず家計の最終 目的である,便 益生産 レベルの最適化問題について考える。
家計の選好関係には,一 般的な必要条件 として単調性(Monotonicity)がおか
れている。この条件から,家計は資源制約線の内側での便益生産の組合せ を選
択することはない。〈図5>は,このような家計効用最大化のための,2便益(Z1,
Z2)の最適配分を表 した ものである。
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図5:家計の公用最大化による最適便益配分
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ここで,x(Z1,Z2)は,2便益の組合せ をあらわし,x"(Z1",Z2")は,
x>x"となるような点 を表す。従ってx(Z1,Z2)は,x"点よ りも右上(右
上が りの斜線部)に 存在するあ らゆる点を指す。 ここで選好に`強 い意味での
単調性'(Strictmonotonicity)を仮定す ると,x(Z1,Z2)>x"(Z1",Z2")→
x>x"(xはx"よりも`強い意味で選考される'(Strictlypreferred))である。
つまりこれは,家 計が便益投入量は多ければ多いほどより良い,と いう志向を
持っているとい うことである。当然,x>x"で あれば各便益の投入か ら得 ら
れ る効用の問には,U(X)>U(X")が成 り立ち,便 益の投入が多いほ ど,家
計は高い効用を得 ることができる。 ここで資源制約線ABが 与 えられた時,家
計のZ1,Z2に対す る選好の単調性から,家 計は,時 間を所与 としたZ1,Z2
に関するバ レ 一ー'ト効率的な組合せ(与 えられた資源の下でZ1,Z2の生産量を
最大にすること)のみを追求することになる。 したがって家計は利用可能な資
源を最大限に利用 し,効用 を最大化するような点(こ の場合はx(Z1,Z2))
を選択する。この選択がこの家計にとってのパ レー ト最適な行動 とにな り,個
人にとっても合理的な選択 となる。その他のいかなる点を家計が選択 しようと
も,パ レー ト効率的な便益生産の組合せ となり得ない。例えば,家 計がより高
い効用 を得 ようとx'を選択 しようとして も,x'が資源制約線ABの 外に位置
するために,そ れは達成不可能である。従って,家 計は資源を最大に利用 しか
つ効用 を最大化できるように,U(X')からU(X)へとその効用 を動か し,最終
的にx(z1,z2)がパ レー ト最適点 となる。逆 に,x"のように便益の組合せが
資源制約線の内側 にある点におかれる時(三角形Cx"Dの内部におかれる時),
この選択 は家計にとって実行可能である。 しかし選好の単調性の条件により,
この選好は考慮 されない。従 って家計の便益生産レベルは,最終的にx(Z1,Z2)
の点へたどり着 き,家計はU(x)レベルの効用を得ることになる。
次に,上 の家計効用最大化 を導 くための,家 計による資源の最適配分決定に
ついて考える。家計は資源XiTiの最適配分により機会集合 を得,そ して効用
を最大化するような最適便益生産 レベルを決定することになる。〈図6>は,
あ る便益(Zi)に関する,財(Xi)と時間(Ti)の最適配分 をあらわしてい
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る。5)〈図6>に 表 された便益生産関数Ziは,市場財Xiと家庭内で財を消費
するために費やされる時間Tiの関数であ り,
Zi=ili(Xi,Ti) (3)
と表 され る。 さ らにBeckerにな らい,Xi及 びTiとZiの 問 に,Xi≡aiZi及
びTi≡biZiという関係が成 り立つ と仮定すると,こ れはレオンチェフ型生産
関数を表 していることになる。6)ここでaiはZi一単位あた りの生産における
財の投入量,biは,Zi-一単位あた りの生産における時間の投入量である。レ
オンチェフ型生産関数は一次同次性(Homothetic)をその必要条件 としてもっ
ている。7)便益の生産 レベルが変化するとき(ZO→Z1),各要素の投入量(こ
こではTiとZiの投入量)は 一定の比率で変化する。従って,個 人の効用 を最
大にするような時間と財の最適な組み合わせは,ある一定の比率で変化する。8)
次に資源制約線GHに ついて考 える。 まず財Xiを生産するために費や され
る総時間(市 場 ・家庭の両方で費や される時間)tiとおくと,(2)式から,
ti=Ti+(Pi/W)Xi (2')
5)こ こでは便益 をある便益Ziとい う一般的な形を例 に,そ の最適資源配分条件 を
示 している。Ziを,財 集約的な便益 と時間集約的な便益 とに区別 した場合の,
最適資源配分については,後 に詳 しく議論す る。
6)Becker(1965)P.496参照。
7)ま た,生 産関数が一次同次である場合,2財 は正常財であるともいえる。正常財
とは,所 得の上昇によってその財の消費 も上昇す るような財のことをいう。財の
種 類 には他 に,所 得 の上 昇 によってその消 費が 減少す る性質 を持つ劣 等財
(lnferiorgoods)と劣等財の極端なケース(所得効果が代替効果を上回るケース)
を指すギ ッフェン財(Giffengoods)がある。
8)レ オ ンチェフ生産関数の下で は,拡 張経路OFが 直線であ らわ される。先程の
Xi≡aiZi及びTi≡biZiの条件か ら,Zi=Xi/aiとZi=Ti/biが成 り立つ。そ して
各生産 レベルの最適点 にお いて,Xi/ai=Ti/bi→Xi=(bi/ai)Tiが成 り立 つ。
これは拡張経路OFを 表 し,(bi/ai)はその傾 きである。財は(bi/ai)とい う一
定 の比率で投入 されることか ら,XiとTiは 完全補完物である。従って,各 生
産レベルにおける財の組み合わせ は,資 源制約線GHの 傾 き(w/pi)関わ らず
一定 となる。 またレオンチェフ型生産関数の一般的な形として(3)の生産関数は,
Zi・min(aiXi,biTi)(5)
のように表 される。 ここで 〈min>というのは,Ziの 生産 プロセ スがaiXiと
biTiのどちらか値の小 さい方の制約を受けることを示す。
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0
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図6:家計による最適資源配分レベルの決定
(2')より,
Xi=一(W/Pi)Ti+(W/Pi)ti(4)
とい う,財Xiについての資源制約式G且 が導かれる。ここでtiは所与でとす
る。
ここで(4)式で表される資源制約線 について,そ の傾 きを表す 一(w/Pi)は,
個人がTiを1単 位得 ようとす るとき,市場財を(w/Pi)だけあきらめること
を表す。Xi軸の切片である(W/Pi)tiは,個人が利用可能な全ての時間を市
場活動に費やした時に得 られる財Xiの量を示す。同様に,Ti軸の切片tiは,
個人が市場活動を全 く行わない時の,家 計内で利用可能な時間を示す。(4)式で
表された資源制約線G且 がおかれた時,(5)式(注29参照)で 表されるレオンチ
ェフ型生産関数の最適生産 レベルは 〈図6>に おけるZ1であり,そ の生産 レ
ベルにおける最適な資源配分は,同じ図におけるQ1(Xi*,Ti*)である。QO(Xi,
Ti)の資源配分 も,入手可能な機会集合OGHの 内部 に位置するために実行可
能であるが,こ の点 よりもQ1がむしろ選択 される。なぜ なら,家計の便益に
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関する資源の最適化行動は,そ の単調性(よ り多いことがより望ましい)の 仮
定の下で行われるためである。従って,家 計は資源制約の範囲内(〈図6>の
場合には,OGHの 内部)に ある,境 界線を含む拡張経路OF上 の,あ らゆる
点における資源の組合せの中で,Ziの生産量が最も大 きくなるような資源の
組合せである点Q1(Xi*,Ti*)を選択する。そ してその資源投入 により,z1
レベルの便益を生産することになる。
以上のように,家 計はその最適便益生産 レベルの決定に関して,ま ず機会集
合 としての資源Xi及びTiの最適消費 レベルを決定させる。次にその機会集
合 を条件 とし,効用を最大化するような最適便益生産レベルを決定させる。こ
のような一連の流れはを包括的にあ らわすと,〈図7>の ようになる。
第3象 限に表 されている直線LMは,2便 益 を生産す るために費や される
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総時間の関係 を表 した ものである。t1をZ1の生産に費やされる総時間(X1を
獲得するための市場労働時間と,X1を家計内で消費する時間との和)と おき,
同様 に,t2はZ2を生産するために費や される総時間とする。9)tは2便益の
生産に用い られる総時間(市 場 と家計で費や される時間の和)で あるか ら,
t1とt2の間には,
t=t1+t2(4)
t1=t-t2(4')
という関係が成 り立つ。従って(4')式は,第3象 限にあるような直線 となる。
この直線 とt1軸との切片Mは,個 人が便益Z2を全 く生産 しない ときの便益
Z1の生産に費や される総時間であ り,t2軸との切片Lは,便 益Z1が全 く生産
されない ときの便益Z2の生産に費やされる総時間である(こ の場合,(4')式
は傾 き一1の直線である)。ti(i・1,2)は所与である。同図の第2象 限と第4
象限に表されているのは,2便益Z1,Z2の生産関数(順に)fZ1とfZ2である。
生産関数 をレオンチ ェフ型 に仮定 しているため,fZ1とfZ2は一般的な収穫逓
減の形 をとらず,直 線で表される。
ここで総時間tiのレベルがtl・tl*,t2=t2*((4')式からt1*=t2*)に決定さ
れると,便益生産に投入 される財Xiと家計生産時間Tiが決定される。K*は,
便益Z1への資源投入量(X1,Tl)と便益Z2への資源投入量(X2,T2)を決
定する点である。10)最適資源配分点K*が直線上を点M方 向に(点L方 向に)
移動することは,Z1(Z2)への総時間投入量が増加することをあらわしている。
また,生 産関数fzi(i=1,2)上の点gi*(i=1,2)は,K*点における財xi
と家計生産時間Tiの投入量を表す点であり,こ の点は,<図6>に おけるQ1
(Xi,Ti)に対応 している。
9)tiは,(2')式と同様,便 益Ziを1単 位生産す るため に,家 計と市場で費や され
る時間の総計:(Ti+(Pi/w)Xi)を表す。
10)生産関数をレオンチェフ型に仮定 しているため,資 源投入比率はいかなる便益生
産 レベルにおいて も一定である。従って,第3象 限上 においてK点 が決 まると,
2便益への資源投入比率 も決定される。
154 商 学 討 究 第51巻 第4号
〈図7>における第1象 限には,家 計の効用最大化問題が表 されている。こ
こで直線IJは,変形曲線 と呼ばれ,これは所与の便益生産への総時間投入量(ti)
が決定された後,生産関数fZiを通 じて形成されるま1)また,無差別曲線u(z1,
Z2)は(一般的に用いられる)原 点0に 対 して強い凸(Strictlyconvex)であ
ると仮定する。12)家計行動には単調性(monotonicity)が仮定されていること
から,所 与の変形曲線IJにおいて,効 用 を最大化す るような(同 時に費用 を
最小化するような)2便 益の最適な組合せは,無 差別曲線U(Zl,Z2)と変
形曲線IJとの接点であるZ・一点に決定される。13)
このように 〈図7>は,家 計が直面する便益生産 レベルの最適化(ま たは効
用最大化)と,そ の便益生産のための資源配分最適化 という,2つ の問題を包
括的に表現 したモデルである。次節ではこの図をもとに,外 生変数の変化が,
家計の最適化問題にどのような影響 を与えるのかについて検討する。
家計生産 モデルにおける比較静学
ここでは,外 生変数の変化 による家計の最適資源配分選択への影響 を,3つ
のケースについて考える。初めに,便 益Ziを生産するために用いられる総時
間ti(市場と家計で費やされる時間)の変化が家計の資源配分に与える影響,
次に,2便 益 を時間集約的 と財集約的便益 に区別 した上で,賃 金率Wの 変化
11)この時のZ1,Z2に関する変形曲線(ProductionPossibilitiesFrontier)は,直
線 であ る。 従って,最 適点がIJ上 の どの位置 に決 まろ うと も,限 界変形 率
(MarginalRateofTransformation)は一定である。限界変形率(MRT)と は,
経済がZ2の生産へ の資源投入 をZ1の生産へ移行す ることによって(ま たはZ1
か らZ2へ移行す ることによって),生産を効率的にZ2からZ1(またはZ1からZ2)
へ と移行する割合である。MRTが 一定である ということは,そ の効率的なZ2
か らZ1への移行が一定の割合でおこなわれる,と い うことである。(Bingerand
Hoffman(1988)PP.352-355参照)
12)ここで,無 差別曲線に厳密 な凸性 を仮定 したのは,そ れを仮定 しない場合(例 え
ば,無 差別曲線のある範囲において直線である場合など)に は,tの 値が1つ 決
定 した場合 に,そ れに対応す る最適点が複数決まってしまうか らである。(レイ
ヤー ド・ウォル ターズ(1978)pp.176-178参照)
13)最適点Z*では,無 差別曲線の傾 き(MRT)=変形曲線IJの傾 きである。
女性労働供給 と育児投資 リターン(2) 155
が2つ の便益 の効用,財X1,X2(X1:便益の生産Z1に用い られる財,X2
:便益Z2の生産に用い られる財)及 びそれらの財 を消費するために用い られ
る時間T1,T2の配分へ の影響について考える。最後に,時 問 と財の生産性
の変化が,家 計の便益,財 そして時間配分にどのような変化をもたらすのかと
いうことについて考える。
総時間の上昇による最適化条件の変化
便益Ziを生産するために用い られる総時間tiがti'(ti<ti')へ上昇すると,
家計の効用最大化問題はどの ように変化するのであろうか。〈図8>は,そ の
変化 を表 したものである。所与の外生変数である総時間の上昇は,第3象 限に
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図8:総時間の上昇による最適資源配分の変化
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あらわされている直線LMを 外側に平行移動させる(LM→L'M')。そ してXi
とTiの資源配分を決定する点Kは,直 線OG上 を外側に移動する(K*→K')。
ここで,外 生変数の変化は2便 益の生産関数に影響を与えない(便 益の集約率
は変化 しない)こ とか ら,総時間の上昇はXiとTiの資源投入量を増加 させ
るが,そ の資源投入率は不変であることがわかる。直線LMの 外側へ のシフ
トによって,第1象 限における変形曲線も外側に平行移動する。これによって
便益の最適生産レベルは,総 時間上昇前のZ*から,総時間上昇後のZ'へと移
動する。従って,個人の効用 は総時間の上昇によってU(Z1,Z2)からU'(Z1,
Z2)へと上昇する。
2便益 を考慮 した,賃 金率及び時間生産性の変化 による最適化条件の変化
次 に2便 益がそれぞれ時間集約的(Z1)と財集約的(Z2)であるという性
質を考慮 し,賃 金率及び時間生産性の上昇による,財 と時間についての最適配
分の変化 を考える(こ こでは(Z1,T1)を時間集約便益生産への資源投入量,
(Z2,T2)を財集約的便益生産への資源投入量 とする)。議論 をできるだけ
分か りやす くするために,生 産関数に加 えて効用関数U(Z1,Z2)にも一次
同次性(Homothetic:効用関数における限界代替率は,効 用 レベルに関わ ら
ず一定)を 仮定する。14)
賃金の上昇による最適化条件の変化
2便益Z1,Z2の効用最大化問題 と,財X1,X2及び時間 丁1,T2に関する
最適資源配分問題 という,2段階の最適化問題を総合的に考慮する前に,まず,
賃金の上昇におけるZ1,Z2生産のための財 と時間の配分の変化 について考え
る。賃金の上昇(w→w',w〈w')に よるXiとTiの変化は,次 の 〈図9>
に表されている。OF1は時間集約的便益Z1の等量線(lsoquant)の拡張経路
(Z1の生産関数,ま たは需要曲線 ともい う),OF2は財集約的便益Z2の等量
14)従って2便 益は標準財で もある。
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線の拡張経路(Z2の生産関数)を 表 し,
らの拡張経路の傾きを表す。15)
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(b1/a1)及び(b2/a2)は,順にそれ
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図9:賃金率の上昇による資源配分の変化
ここで賃金率Wが 上昇 する と(W→W',W<W'),資 源制約線の傾 き
W/PはWγP,資 源制約線はG'Hにシフ トする。賃金の上昇は,入 手可能な
財の量 を増加 させるため,Xi(財)の切片であるGは,G'へ上昇する(t(W/P)
<t(W'/P))。入手可能な財の量が上昇 したことによって,家 計は賃金上昇前
よりもより多 くの財を購入するようになり,それは同時に財 を消費する時問の
15)Z1とZ2には異なる集約性が仮定 されているため,価 格の如何に関わらず,常 に
(b1/a1)〈(b2/a2)が保たれていることが必要 となる。また,W/P(P=P1=P2)
は資源制約線GHの 傾 きを表す。
財の集約性についての議論は,レイヤー ド・ウォルターズ(1978)pp.94-95参照。
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上昇にもつながる。従って家計による資源の最適配分は,時 間集約的便益の生
産に関 してはQ1からQl'へ,財集約的便益の生産に関してはQ2からQ2'へと
上昇 し,便益の生産 レベル も順 にZ1からZ1'へ,Z2からZ2'へと増加する。
拡張経路OFi(i=1,2)の傾 きは,価 格の変化に関わらず変化 しない。便益
の生産 レベルの変化率は2便 益間で異な り,Wの 上昇によるZ1とZ2の上昇
率は,Z2の場合 の方が大 きい。 これは,新 しい資源制約線(}'Hから点Q1,
点Q2へそれぞれ平行線を引 くことによって明確である。G'Hを点Q1,点Q2
へ平行移動 させた直線 をそれぞれGIT1,G2T2とお く。ここで(OG1/OG')〉
(OG2/OG')であるか ら,Wの 上昇によるZ2の生産 レベルの上昇率は,Z1
のそれ よりも大 きいことがわか る。次 に,上 の 〈図9>の 変化 を拡張させ,
Wの 上昇が財 と時間の最適資源配分に与える影響について考えたものが,〈図
10>である。
<図10>において,賃 金率Wの 上昇(W→W,WくW')が おこると,家
計による便益生産,財及び時間の最適配分はどの ように変化するのであろうか。
〈図9>で 見たように,賃 金上昇による便益生産関数の上昇は,財集約的便益
の生産数関数が時間集約的便益のそれよりも大 きい。よって 〈図10>における
fZ2は,fZ1よりも大 きくシフ トすることになる(fZ1→fZ1',fZ2→fZ2')。両
生産関数の変化は,第一象限に表されている変形曲線IJを外側にシフ トさせ,
賃金上昇後の変形曲線 はrJ'となる。変形 曲線の傾 きは(絶 対値 に関 して)大
きくな り,このことは賃金の上昇がZ1のZ2に対する相対価格の上昇 を意味 し,
Z1の需要の減少 とZ2の需要の増加 をもたらす。
賃金の上昇がもた らすZ1の需要の減少 とZ2の需要の増加によって,点K*
の位置(Xi,x2及びT1,T2の配分)は どのように変化す るのであろうか。
資源配分の変化は,賃 金率変化後の最適点の位置 によって3つ のケースが考え
られる。
(1)最適点がZ'にある場合:K*は変化 しない。 したがって,賃 金率の上昇
によらず資源配分の変化 は起こらないため,市 場労働時間の変化 も起 こら
ない。
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図10:賃金率の上昇による便益生産への最適資源配分の変化
(2)最適点が点Z**(拡張経路OZと 変形曲線、rJ'との交点)と 点Z'の間に
ある場合:点K*は 点t1*方向へ と移動 し,家計生産労働時間は上昇する。
(3)最適点がZ'よりも上部 にある場合(例 えば点Z"):点K"が2便 益を
生産するための資源配分を決定する点 となる。従って,賃 金率の上昇によ
って市場労働時間が上昇する。
このように,賃 金 の上昇 はZ1の価格をZ2のそれよ りも相対的に高 くし,
Z1からZ2への代替を起 こす。 しか しその代替が必ず しも市場労働時間の上昇
を促進 させ るとは限 らず,市 場労働時間が上昇するのは,Z1からZ2への代替
が十分 に大 きい場合のみである。16)このような比較静学を行 うことにより,
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賃金率の上昇がある一定の便益間の代替関係を考慮 した場合においてのみ,市
場労働を促進させることが判明した。さらに,賃金率の変化だけでなく,次 に
検証する時間の生産性の上昇(後 に,こ れを教育投資リター ンと特定 した上で
議論する)も また,家 計の時間配分に異なる影響を与えている。そこで次では
この時間生産性 と教育投資 リターンの変化が,時 間配分にどのような効果をも
たらすかについて,順 に検討 してゆ く。
時間の生産性の上昇による最適化条件の変化
時間の生産性の増加 とは,便 益1単 位の生産がより短時間で(効 率的に)な
されるということである。17)賃金上昇のケース と同様,ま ず時間の生産性の
増加が2便 益の生産関数(Z1,Z2)に与える影響について考える。〈図11>は,
時間の生産性が2倍 になった場合 の,生 産関数f1及びf2の変化を表 したもの
である。時問の生産性が2倍 になったことにより,便益Z1(Z2)を1単位生
産するために必要な時間は,従 来の1/2に なる。従って,各 便益1単 位の生
産に必要な財Xiと時間Tiの組み合わせは,Q1(Q2)からQr(Q2')へと移
動する。さらに家計選好が単調性を示す という仮定か ら,最終的な時間集約的
便益及び財集約的便益の最適生産 レベルは,順 にQ1",Q2"へと上昇す る。
16)この`十 分に大 きい代替'と は,具 体的にどの程度であるのか。図6に おける,
Z**(Z1**,Z2**)(賃金上昇による投入時間の変化が起こらない場合)とZ"(Z1",
Z2")(賃金上昇 による市場労働の上昇がおこる場合)と の関係 を考える。Z**と
Z*について,(Z1**-Z1*)=gZ1,(Z2**-Z2*)=gZ2とす ると,直 線、OZ**の傾 き
は,(Z2*+gZ2)/(Z1*+gZ1)と表 される。同様に,Z"とZ*について(Z1"-Z1*)
=dZ1,(Z2"-Z2*)=dZ2とする ,直線OZ"の傾 きは,(Z2*+dZ2)/(Z1*+dZ1)
となる。賃金上昇が市場労働 の上昇 をもた らす 時,常 にZ"(Z1",Z2")はZ**
(Z1**,Z2**)の上方 にあるこ とが必要である。従 って市場労働時間が上昇する
ためには,OZ"とOZ**の問には常に
{(Z2*+gZ2)/(Z1*+gZ1)}〈{(Z2*+dZ2)/(Z1*+dZ1)}
が成立 していなければならない。
17)例えば,子 供の養育に関する時間生産性の増加 を考えると,女 性の教育 レベルの
上昇(女 性の知識や経験の充実による,よ り効果的な育児の遂行)や,育 児サー
ビス ・育児政策の発達 による効率的な育児などが考えられるであろう。 これらの
要因については,次 章で詳しく検討 している。
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この とき,時 間集 約的便益 の上昇率 は,財 集約 的便 益 のそれ よ りも大 きい。 こ
れ は 〈図11>に おけ る直線GHを,点Q1',点Q2'ま で平行 移動 させ る ことに
よ り確 認 で きる。 点Q1'を通 り,直 線GHと 平行 な直線 をGIH1,点Q2'を通
り,直 線GEと 平行 な直線、をG2H2とす る。ここで,(OG1/OG)<(OG2/OG)
で ある ことか ら,Z1の 生産 レベ ルの上昇率 は,Z2の それ よ りも大 きい ことが
わか る。
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図11:時間生産性の上昇による便益生産の変化
(但し:Q*Q1'=Q1'Q1,Q**Q2'=Q2'Q2)
次に 〈図11>を拡張させ,家 計による効用最大化 と資源最適化問題を,下 の
〈図12>によって同時に考慮する。時間生産性の上昇は,便益生産に投入され
る資源配分や就業行動に,ど のような効果をもた らすのであろうか。 まず時間
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生産性の変化前における最適資源投入量を決定する点はK*であ り,最適便益
生産の組み合 わせはZ*である。時間生産性 の上昇 によって,変 形曲線IJは
rJ'へと外側 にシフ トす る。賃金率の上昇を考慮 した 〈図10>の場合 と逆に,
時間生産性の上昇は変形曲線の傾 きを緩やかにする。これは時間生産性の上昇
によって,時 間集約的便益(Z1)の価格が財集約的便益(Z2)の価格 よ りも
相対的に低 くなったことを表 している。この相対価格の変化は,家 計に時間集
約的便益需要の上昇 と財集約的便益需要の減少をもた らす。
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図12:時間生産性の上昇による家計の効用と資源配分最適化条件の変化
ここで再び,Z1の需要の増加 とZ2の需要の減少が市場労働時間にどのよう
な変化 をもたらすのか,とい うことについて考える。<図12>によると(〈図10>
女性労働供給と育児投資リターン(2) 163
の場合 と同様),時間集約的便益需要の増加が必ず しも家計生産活動時間の上
昇につながるとは限らないことがわかる。再び最適点の位置によって,3つ の
ケースが考えられる。 〆
(1)最適点がZ'にある場合:K*は変化 しない。 したがって時間生産性の上
昇は,資 源配分の変化 をもたらさないため,家 計生産時間 も変化 しない。
(2)最適点がZ**(拡張経路OZと 変形曲線rJ'との交点)とZ'の問にある
場合:点K*はt2*方向へ と移動 し,家計生産時間は減少する。
(3)最適点がZ'とJ'の間にある場合(例 えば点Z"):点K"が2便 益 を生
産するための新 しい資源配分を決定する点となる。 このとき,時間生産性
の上昇は,市 場労働時間を減少 させる。
このように時間生産性が変化する場合 においても,市場労働時間の変化は,最
適点の位置により異なる。
では上の(3)のケ ・ースにあるような,時 間生産性の上昇が家計生産時間の減少
をもた らさない場合(K*からK"方向への移動が起 こる場合),便益集約性の
変化 と2便益の相対価格の変化 との問にはどのような関係がみ られるのか。こ
こで重要なことは,時 間生産性の上昇には2つ の効果があることである。1つ
は,時 間生産性の上昇により両便益の時間集約性が低下 し(よ り少ない時間で
便益一単位 を生産で きるようになる),市場労働が促進 される効果である。そ
してもう1つ は,時間生産性の上昇が,Z1の価格 をZ2よりも相対的に低 くし,
Z2からZ1への代替をもたらす効果である。Z1はZ2よりも1単位当た りの便
益生産に多 くの家計生産時間投入を必要 とする。 よって,Z2からZ1への代替
が,家 計生産時間を上昇 させる方向にはたらくのである。このように時間生産
性の上昇は,市場労働時間と家計生産時間の両方を上昇 させる効果 をもつ。 し
たがって,時 間生産性の上昇が家計生産時間の上昇をもた らすには,Z2から
Z1への代替による家計生産時間の上昇が,時 間生産性上昇による市場労働の
上昇を十分に上回っている状況が必要である。18)
18)この条件 を具体的に示す と次のようになる。Z1およびZ2の時間集約率を順にa,
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2便益生産における資源の代替を考慮 した賃金率及び教育投資リターンの変
化による最適化条件の変化
これまでの比較静学による議論では,生 産関数にレオンチェフ型(固 定比率
の生産関数)の 制約を設けてきた。 レオンチェフ型生産関数の下では,い かな
る相対価格(w/P)において も財(Xi)時間(Ti)の投入比率は一定であった。
ここではこの制約 を緩め,生 産関数が原点に対 して凸である(2便 益問の代替
を考慮 した)生 産関数を考える。原点に対 して凸な生産関数を考慮する場合,
外生変数の変化は,各 便益における資源投入比率(拡 張経路)を も変化 させる
ようになる。そしてさらに,制 約を緩めた状況の下で,賃 金率及び家計生産性
の上昇 としての教育 リターンの上昇が,個 人の最適資源配分に与える影響 を考
える。(ここでも,生産関数及び効用関数の一次同次性は保たれている。)はじ
めに,賃 金率の上昇が最適資源配分に及ぼす効果について考える。
bと し,そ の変化分 を(a,(bとお く。また,Z1の消費率 をα,Z2の消費率を1
一α,(0<α<1)そしてZ1の消費率の変化分 を(α とす る。時間生産性の上昇
は時聞集約率の減少 をもた らす ことか ら,時 間生産性 の上昇 によるZ1及びZ2の
時間集約率の変化 を順にa'=a+(a,b'=b+(bとお く。(この場合,(a,(bは
負 である。)また,時 間生産性上昇前の加重平均家計生産時間を αa+(1一α)b
とお くと,生産性上昇後のそれは(α+△ α)a'+(1-(α+△αa)b'と表される。
ここで,時 間生産性の上昇が家計生産時間の上昇 をもた らすには,両 者の問に
{αa+(1一α)b}<{(α+△α)a'+(1-(α+△α)b')(a)
が成立 しなければな らない。(a)式にa'・a+△α,b'=b+△bを 代入 し整理
すると次の関係が導かれる:
一(。△ 。+(1-。)△b)<(△。(a'-b')(b5
(b)式について,左 辺は時間生産性 の上昇が もた らす集約率の変化 による,家
計生産時間の減少を表す(△a及 び△bは 負であるから,左 辺全体は正の値 とな
る)。右辺 は,時 間生産性 の上昇 によるZ1の消費率の上昇(△ α)と 集約率の差
(時間集約的便益の時間集約率の変化(a')は,財集約的便益 のそれ(b')より
も大 きいため(〈図7>),(a'-b')0>0となる)による家計生産時間の上昇を表す。
従 って,家 計生産時間の上昇が市場労働時間の上昇を上回るには,(△α(Z1から
Z2への代替によるZ1消費の増加)が(b)式 を満たすほ ど十分 に大 きいことが
必要 となる。
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賃金率の上昇 と最適資源配分の変化
便益Z1,Z2の生産関数について原点に凸な形を想定すると,賃金率(W)
の上昇によって,両便益生産関数の拡張経路が変化する。これはWの 上昇(W
→W')が,両 便益生産に投入 される資源配分率 を変化 させることを意味し,
これは生産関数をレオンチェフ型に仮定する場合 と異なる結果を導 く。しかし,
資源配分率が変化 してもそれが必然的に市場生産活動につながるとは限らない
ということは,依 然 としていえることである。以上のような見解を,〈図13>
及び 〈図14>を用いて検討する。
〈図13>は,賃金率の上昇による資源配分の変化について表 しており,こ れ
は「ラーナー=ピ アス」の図を応用 している」9)個人は,所与の予算制約線GT,
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図13:便益の代替を考慮した賃金率の上昇による最適資源配分の変化
19)レ イ ヤ ー ド,ウ ォ ル タ ー ズ(1978)p.97参照 。
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賃金率W,総 時間tiそして財価格 、(P1=P2・P)の下で費用最小化行動をとっ
ているとする。便宜上,賃 金率 の上昇前において,時 間集約的便益(Z1)と
財集約 的便益(Z2)をそれぞれ1単 位生産す る際に個人が直面す る資源制約
は同じ(GT)であるとする。このため,賃 金上昇前におけるZ1,Z2の生産
における最適資源配分は,順 にQ1,Q2である。
ここで賃金率の上昇(W→W',W<W')は,各 最適資源配分に どのよう
な影響 を与えるのであろ うか。 まず賃金率の上昇 は,予 算制約線をGTか ら
G'Tへと,外側にシフ トさせる。これによってZ1およびZ2の無差別曲線はそ
れぞれZ1',Z2'へと移動 し,各便益生産に投入 される最適資源配分は順にQ1",
Q2"となる。ではこの賃金率の上昇が,各 便益1単 位 当た りの生産に与える影
響は どう変化するのであろうか。賃金率上昇後の資源制約線(G'T)を内側に
平行移動させ,無差別曲線Z1およびZ2と接する点をそれぞれQ1',Q2'とする。
このG'Tと平行な直線GIT1,G2T2は,順に賃金率上昇後 におけるZ1,Z2
をそれぞれ1単位生産する際の個人が直面する資源制約線 を表す。ここで,賃
金率上昇によるXi,Tiの資源配分について次の4つ の変化がみ られる。
賃金率の上昇により,
(1)時間集約的便益(Z1),財集約的便益(Z2)ともに,そ れらを一単位生
産するために投入 される財の比率は上昇する(拡 張経路の傾 きが急にな
る),
(2)Z1,Z2-一単位当た りの生産に投入される財の増加率は,Z1についての
ほうが大 きい(OG2/OG)〈(OG1/OG),
(3)Z1,Z2-一一単位当た りの生産への投入時間の減少率 は,Z2についてのほ
うが大きい(OT-OT1)〈(OT-OT2),
(4)Zl一単位あた りの生産に関する資源投入費用 は,Z2一単位当た りの生
産に関する資源投入費用 よりも大 きい(こ れは賃金変化後の資源制約線
GIT1,G2T2について,GIT1がG2T2よりも外側に位置 していることか
ら判断できる)。
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という変化である。最後に挙 げられたZ1一単位の生産費用の増加は,賃 金率
の上昇によってZ1がZ2よりも相対的に高価 になった ことを示唆 してお り,
Z1の相対価格の上昇は,Z1の需要を減少 させ,Z2の需要を増加させる。また,
このような相対価格の変化は,両 便益の総生産量の上昇率にも影響を及ぼす。
賃金率Wに おける時間集約的便益の生産(Z1=1)は,W'に おいてZ1'=1
+α1へと上昇 し,財集約的便益の生産Z2ニ1は,Z2'=+1α2へと上昇す る。
ここで賃金率の上昇によるZ2生産の上昇率は,Z1生産の上昇率 よりも常 に大
きい(α1<α2)といえるが,こ れは次のように説明される。まず3本 の資源
制約線(G'T,GIT1そしてG2T2)は互いに平行である。 この ことから,Z1
及 びZ2生産の上昇率,順 に(OQ1'/OQ1")と(OQ2'/OQ2")は,Xi軸にお
ける(OG1/0(}')及び(OG2/OG')に対応することがわかる。ここで(OG1/0(}')
〉(OG2/0(}')が常に成 り立つことか ら,賃金率上昇による便益生産の増加率
は,財 集約的便益(Z2)が時間集約的便益(Z1)の場合 よりも大 きい。また,
賃金率の上昇を所得の変化 と考えると,(}'Gl及びG'G2は,順にZ1の所得効果
(IE1),Z2の所得効果(IE2)となり,両者の間にはIE1<IE2が成 り立って
いる。では次に賃金率の上昇による両便益の総生産性の変化は,最 適時間配分
にどのように影響を与 えるのであろうか。
〈図14>は,賃金率の上昇による2便益生産の最適な組合せを表 した もので
ある。Ziの効用関数U(z1,z2)は〈図10>の場合 と同様,一 次同次の性質
をもち(従 ってZ1,Z2は標準財である),個人は与え られら資源制約の下で
費用最小化行動 をとる。ここで賃金率の上昇は,時 間集約的便益 と財集約便益
両方の生産両 を増加させ る働 きを持つ。 また 〈図13>の議論において,Z1,
Z2の上昇率はそれぞれ(1+α1),(1+α2)と表 され,α1<α2であることが
わかっている。このことか ら 〈図14>における変形曲線IJは,賃金率の上昇
によって上方ヘ シフ トし(IJ→1'J'),予算制約線の傾 きは(絶 対値において)
上昇する。 これはZ1がZ2よりも相対的に高価 になったことを表 し,便益1単
位当た りの生産におけるZ1の需要の減少 とZ2の需要の上昇 をもたらす。この
時,個 人の効用 レベル(U(Z1,Z2))も同時に上昇するが,賃 金率上昇後
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の最適点がどこに移動するのか(ま た賃金率の変化 によって労働時間が どのよ
うに変化するのか)と いうことは,無 差別曲線の形状 に依存するため明確では
ない(Z1とZ2の価格変化 によって,最 適点は制約線rJ'上における,1'から
Z**の範囲のどこかに位置することになる)。20)このように,2便 益について
の生産関数の制約を緩めた時,賃 金の上昇は財 と時間の投入比率を変化 させ る
が,それが必ず しも市場労働時問の増加をもたらす とは限らないことがわかる。
...1'
(1+α2)
1
0
Z"
U(Zl,Z2)
Zl
脹1+α1)
図14:賃金の上昇による最適便益生産の変化
教育投資リター ンの上昇 と最適資源配分の変化
次に教育投資 リターンを時間集約的便益 とみなす と,教育投資リターンの上
昇は,時 間集約的便益の生産性の上昇 と解釈することがで きる。なぜなら教育
投資リターンが時間集約便益 と考えることがで きるのは,次 のような理由によ
20)賃金の上昇によって労働時間が上昇するのは,Z1とZ2の間にある一定以上の代
替が起 こる場合である。(詳細については 〈図6>に おける議論及び注36参照。)
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る。教育投資 リターンは,親 が子供に多 くの時問または教育の機会を費やすこ
とによって初めて達成される便益だからである(洗 濯機や皿洗い機のように,
耐久財の購入によってその便益 を短時間で獲得することは出来ない)。特 に子
供の教育投資 リターンを形成するための子供の養育は,時 間集約的便益 とみな
される。21)賃金率や教育 レベルの上昇 にもかかわらず,20代後半から40代女
性の市場労働時間が上昇 しない 日本女性の就業行動の一要因には,賃 金率上昇
と教育投資 リターンの上昇 との相互作用が,家 計生産時間を上昇させるような
働 きを示 しているか らであろう。賃金率の上昇と教育投資リター ンの上昇によ
るZ1およびZ2の価格変化への影響については,後に詳しく議論することとし,
ここでは教育投資リターンの上昇が女性の時間配分決定に与える影響 について
詳 しく説明する。
〈図15>は,時聞集約的便益の生産性(fZ1)の増加 のみに注 目している。
まず教育投資リターンの上昇は,時 間集約的便益 についての生産関数fZ1を上
ヘシフ トさせ る(fZ1→fZ1')。fZ1の上昇は,Z1およびZ2に関する変形曲線
IJをIJ'へと移動させる。変形曲線の傾 きの変化は,Z1,Z2間における限界
変形率を減少 させる,こ れによってZ2はZ1よりも相対的に高価になり,便益
1単位当たりの生産におけるZ2の需要の低下 とZ1の需要の上昇が起 こる。そ
して最終的な最適生産レベルは直線RJ'上の1点 に決まるが,市 場及び家計生
産への時間投入量の変化は,直 線RJ'上の点Sを 境に異なる。
点Sは,時 間生産性変化前の最適点Z*におけるZ2と同様の生産を,新 しい
変形 曲線上で行った場合における両便益 の最適生産 レベルを表 したものであ
る。 このS点 を境に,時 間生産性上昇後の時間配分 について3つ のケースが
考え られる。 まず最適点が点Sに 移動 した場合,両 便益生産への時間投入量
は変化 しない(第4象 限におけるK*)。次に最適点が直線IJ'上のRS聞 にお
かれる場合,市 場労働時間投入が増加する。最後 に最適点が同直線上のSJ'問
におかれる場合,家 計生産時間投入が増加する。
21)Becker(1965)も,家計生産活動のとして`子 供の養育'を 挙げている。
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図15:教育投資リターンの上昇による最適化条件の変化
また この最適条件の変化を,Z2についての収入効果 と代替効果に分割 して
考えると,制約線IJ'上において,点Sの 両側では異なる特徴が見 られる。補
償変分(Compensatingvariation)を用い,教 育投 資 リター ンの上昇 による
Z2についての生産量の変化を,所 得効果 と代替効果に分割 し,そ の時 間配分
量 との関係 を考える。22)まず,時 間生産性変化後の変形曲$MIJ'を平行移動 さ
せ(1"J")もとの効 用 関 数 と接 す る点 をZ'と す る。Z*Z'は代 替 効 果
(Substitutioneffect(SE))であ り,これは効用 レベルを一定 とした上での,
資源制 約 の変化 に よる2便 益 問 の代替 の変 化 を示 して い る。所 得効 果
22)補 償 変 分 及 び 所 得 ・代 替 効 果 に つ い て は,ヴ ァ リ ア ン(1986)PP.292-295,
PindyckandRubinfeld(1995)PP.101-107参照 。
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(lncomeeffect(IE))は,Z'からRJ'上に決定 され る最 適点 を結 んだ線 で
表 され る。 さ らにZ"は,も との無差 別 曲線(Z*を 最適 点 とす る)をZ'に お
けるZ2の生産量を一定 とし,右方向に平行移動させた新 しい変形曲線IJ'との
i接点をあらわしている。23)
教育投資リター ンの上昇は,〈図15>にある変形曲線IJを外側にシフ トさせ
る。それによって新 しい最適点は線分RJ'上の一点に決定 されるが,そ の場所
は無差別曲線の形状によって異 なる。24)故に,教 育投資リターンの上昇に よ
る家計及び市場生産活動への時間投入量の変化 も,無差別曲線の形状によって
異なる。代替効果と所得効果を考慮 しなが ら,教育投資リター ンの上昇による
便益生産及び資源配分の変化 は,以 下の3つ のケースが考 えられる。
(1)教育投資 リター ンの上昇後,最 適点がRS間 に決定される場合:
全体効果(TE)=所得効果(IE)+代替効果(SE),(IE>0,SE<0)か
つIE>SEで ある。 この場合,fZ1の上昇は市場労働時間を上昇 させ る。
(K*は,t2軸の切片であるt2の方向に移動する)
(2)Sに最適点が決 まる場合:
23)このように,無 差別 曲線を平行移動 させた もの を準線形効用関数(Quasi-linear
utility)という。個人の効用 関数の形態が準線形であ り,価格変化後 の最適点が
Z"に決 まる場合,Z2に 関する所得効果はゼmで あるという特徴 を持つ(Binger
andHoffman(1988)参照 。また,準 線形効用関数は(2財 を考慮 したとき)
一方の財 レベル(〈図15>の場合はZ2の生産 レベル)を 固定させたとき,も う一
方の財(Z1の生産 レベル)が 増加 して も,2財 の相対価格(限 界代替率)が 変
化 しないような関数のことをいう。(拡張経路が右上が りであるような,一 般的
な効用関数 を仮定す る場合,Z2の レベルを一定としたとき,Z1の生産 レベルの
増加は,Z1のZ2に対する相対価格 を減少させる。)これは,個 人がZ1の生産に
強い選好 を持 っているため,(Z2を一定 として)Z1を どれだけ生産 しようとも
その相対価格は低下 しない ことを表す。〈図15>ではZ1を教育投資 リター ン,
Z2を財集約 的便益 としていることか ら,こ こでの準線形効用関数 は,家 計の教
育投資 リターンについての強い選好 を表しているといえる。
24)ここでは2便 益 を標準財(Normalgoods)に仮定 しているため,教 育 リター ン
上昇後の最適点が線分IR上(Z1の所得効果が負である場合),ま たは線分Z"J'
上(Z2の所得効果が負である場合)に 決定されるケースは考慮 されない。
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代替効果(SE)はZ"Z',所得効果(IE)はZ'Sそして,全体効果(TE)
はZ*S(=0)である。 また,TE=SE+IE=OかつSEは 常に負であるこ
とか ら,IE>0,IE・SEである。この ときfZ1の上昇は,家計生産時間,
労働時間 ともに変化 させない(Z*においてもSに おいても,最 適資源配
分 を決定する点はK*である)。
(3)SZ"問に最適点が決まる場合:
代替効果(SE)はZ*Z',所得効果(IE)はZ'と線分SZ"上の一点を結
んだもの として表される。代替効果は所得効果を(絶対値に関して)上 回
ってお り(SE>IE),かつIE>0が成 り3立 ってい る。この時,fZ1の
上昇は家計生産時間を上昇させる。
以上のような3つ の場合を考慮すると,教育投資リターンの上昇が家計生産時
間を上昇 させるのは,Z2に関する代替効果が所得効果を上回る場合(SE>IE)
であることがわかる。
更に,予 算制約線IJ'上の点RS間 に最適点が決 まる場合((1)のケース),
Z1の相対価格 の低下によって,Z1の消費は増加するが,家 計生産時間は減少
するという矛盾が見 られる。 このような矛盾は,便 益の価格変化が便益消費に
与 える影響 と,家計生産時間に与える影響 を区別 して考えると明確 となる。ま
ず便益消費の変化 は,予 算制約線IJ'上の点Rを 境に異 なる 最適点が
IR間に決まる場合,Z1の価格低下はZ1の消費を減少 させ,RJ'問に最適点が
決まる場合,Z1の価格低下によってZ1の消費 は上昇する 。次に家計生
産時問の変化は,同 制約線上の点Sを 境に異なる 最適点がIS問に決ま
る場合,Z1の価格の低下は家計生産時間の低下をもたらし,SJ'問に決 まる
場合,Z1の価格 の低下 は家計生産時間の上昇をもた らす 。従って,IS
とRJ'に共通 した線分RS間 では,Z1の消費の増加 と家計生産時間の減少が同
時におこることになる。
M字 型就業形態存続要因分析への家計生産モデルの応用
Beckerに代表 される時間配分理論は,MincerやGronauなどによって,家
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計の生産モデルを用いた実証分析の応用へ と発展 した。彼 らのアプローチは,
女性就業行動の分析に関す る新古典派モデルが抱える問題 就業決定モ
デル と労働時間決定モデルの同時推定の困難 さ に新たな可能性を提案
した。 日本のデータを用いた実証分析においても,こ の新 しいアプローチを利
用することにより,分析結果の説明力が高まっていることが分かっている。例
えば樋 口(1978)は,1960年か ら75年までの 日本の時系列 デー タを用 い,
Mincerに習い既婚女性の労働供給 と消費行動について実証分析を行っている。
その結果,従 来の方法 よりも女性の就業行動や消費行動 をよく説明できること
がわかっている。従ってこの新 しいアプローチは,日本の女性就業分析 におい
ても,こ れまで行われてきた市場中心の分析方法による問題点を克服 し得る,
重要なものであると考えることができる。賃金率や教育 レベルの上昇にもかか
わらず,日 本の女性就業形態にM字 型が存続 しているその要因は,家 計生産
活動 に焦点を当てたアプローチによって説明できるのではないか。次章では,
M字 型存続に関する教育投資リターンの影響について議論する。
